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ま え が き 

  

平成30年度一般会計予算は、「仕事、子育て、地域、まるごと応援予算」と位置付け、

事業数 377事業、総額 177億８千万円でスタートしました。「第２次遠野市総合計画前期

基本計画」及び「遠野スタイル創造・発展総合戦略」の中間検証と見直しに合わせた事業

の重点化を進め、平成30年度決算では歳入総額 190億７千万円、歳出総額 181億６千万円

となりました。 

 重点施策に掲げた「産業振興・雇用確保」の取組では、新たに制定した市産業振興条例

に基づく産業振興基金による新たな仕組みづくりにチャレンジするとともに、遠野東工業

団地拡張整備の着実な実施、さらには東北横断自動車道釜石秋田線及び国道 340号立丸峠

工区の全線開通に合わせた道の駅「遠野風の丘」の機能強化や観光・移住・定住対策の推

進を図りました。 

 「少子化対策・子育て支援」では、５月に市役所東舘庁舎がリニューアルしたのに合わ

せ、子育て・産後ケア相談の充実を図るとともに、社会的支援が必要な子どもたちへのサ

ポート体制の強化を進めました。また、老朽化する児童館の整備方針について検討を進め、

ソフト・ハード両面から、わらすっこが健やかに成長するための子育て環境づくりに取り

組みました。 

 さらに、地区センターを核とした「小さな拠点づくり」では、地域活動専門員の全地区

配置を継続するとともに、地区まちづくり計画に基づく地区一括交付型事業を全11地区に

拡大し、地域のやる気と元気を応援する取組を推進しました。「小さな拠点による地域づ

くり」をテーマに昨年末開催した「市長と語ろう会」では、地域が抱える切実な課題とと

もに新しい時代に向かおうとする前向きな声も届き、次なる地域づくりに向けた確かな手

応えを感じることができました。 

 開催が迫る東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会における「ブラジル視覚障

がい者５人制サッカー」のホストタウン登録を機に、平成30年度はパラスポーツ体験会や

パラリンピアンによる体験型授業等を実施し、心のバリアフリーと共生社会を実現するた

めの取組を推進するとともに、本年７月の事前合宿に向けた市民サッカー場の環境整備に

も新たに着手したところです。 

 

平成30年度「主要な施策の成果説明書」は、決算分析諸表、歳入、歳出の３分野で構成

しています。 

 決算分析諸表では、一般会計とケーブルテレビ事業特別会計を合わせた普通会計の目的

別、性質別の決算額とともに、財政構造や指標など県内各市と比較分析しています。 

 歳入は、遠野市市税等収納対策プロジェクトを総括しています。 

 歳出は、一般会計と特別会計について事業内容と成果・実績を分析しています。 

 

 本書は歳入歳出決算書とともに、平成30年度における主要な施策の進捗状況及び予算の

執行実績等について報告するものです。
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決算分析諸表

決算額 構成比 伸び率 一般財源 決算額 構成比 伸び率 一般財源

１ 市税 2,917,960 14.8 5.3 2,917,960 2,769,986 13.1 5.4 2,769,986

２ 地方譲与税 303,562 1.5 0.2 303,562 302,889 1.4 0.3 302,889

３ 利子割交付金 2,962 0.0 △ 11.4 2,962 3,343 0.0 126.5 3,343

４ 配当割交付金 3,864 0.0 △ 18.0 3,864 4,711 0.0 28.0 4,711

５ 株式等譲渡所得割交付金 3,601 0.0 △ 33.9 3,601 5,451 0.0 164.2 5,451

６ 地方消費税交付金 517,937 2.6 6.2 517,937 487,704 2.3 5.8 487,704

７ 自動車取得税交付金 55,865 0.3 5.4 55,865 53,014 0.3 42.9 53,014

８ 地方特例交付金 9,841 0.1 26.7 9,841 7,769 0.0 1.2 7,769

９ 地方交付税 7,486,647 38.0 △ 3.3 7,486,647 7,743,477 36.6 △ 10.6 7,743,477

10 交通安全対策特別交付金 3,304 0.0 1.4 3,304 3,258 0.0 △ 4.6 3,258

11 分担金及び負担金 128,713 0.7 2.0 0 126,217 0.6 △ 2.5 0

12 使用料及び手数料 666,538 3.4 0.6 18,272 662,619 3.1 △ 0.6 7,438

13 国庫支出金 2,052,914 10.4 △ 17.1 1,199 2,475,342 11.7 9.3 1,527

14 県支出金 1,155,000 5.9 △ 22.9 6,029 1,497,743 7.1 12.9 49,512

15 財産収入 219,489 1.1 163.1 13,809 83,425 0.4 △ 82.3 34,620

16 寄附金 69,438 0.4 7.3 2,693 64,715 0.3 △ 21.3 5,505

17 繰入金 1,097,813 5.6 6.7 700,066 1,028,932 4.9 50.7 641,626

18 繰越金 994,146 5.1 △ 5.6 722,613 1,053,456 5.0 4.4 572,558

19 諸収入 693,856 3.5 △ 6.3 26,561 740,356 3.5 3.5 27,054

20 市債 1,295,500 6.6 △ 36.6 444,700 2,044,000 9.7 34.7 474,800

合　　　計 19,678,950 100.0 △ 7.0 13,241,485 21,158,407 100.0 0.9 13,196,242

（注）　普通会計とは、地方財政統計上統一的に用いられる会計区分であり、当市では一般会計とケーブル

　　　テレビ事業特別会計を合算した会計区分である。

普　通　会　計　歳　入　一　覧　表

                 区　  分
科　  目

平成30年度 平成29年度

（単位：千円・％）
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（単位：千円・％）

調定額 収納率

（A) （B） 構成比 （B）/（A）

現年課税分 847,384 884,441 871,834 29.88 98.57 98.59

滞納繰越分 11,462 31,140 11,111 0.38 35.68 43.82

計 858,846 915,581 882,945 30.26 96.44 96.34

現年課税分 407,669 497,567 496,809 17.03 99.85 99.60

滞納繰越分 557,000 2,433 1,048 0.03 43.07 56.81

計 964,669 500,000 497,857 17.06 99.57 99.20

計 1,823,515 1,415,581 1,380,802 47.32 97.54 97.09

現年課税分 1,198,200 1,224,847 1,209,088 41.44 98.71 98.74

滞納繰越分 18,058 58,348 18,548 0.63 31.79 33.04

交　付　金 22,223 22,224 22,224 0.76 100.00 100.00

計 1,238,481 1,305,419 1,249,860 42.83 95.74 95.23

現年課税分 89,346 92,820 91,484 3.13 98.56 98.65

滞納繰越分 962 3,088 791 0.03 25.62 29.14

計 90,308 95,908 92,275 3.16 96.21 96.45

現年課税分 183,485 195,023 195,023 6.69 100.00 100.00

計 183,485 195,023 195,023 6.69 100.00 100.00

現年課税分 2,748,307 2,916,922 2,886,462 98.93 98.96 98.89

滞納繰越分 587,482 95,009 31,498 1.07 33.15 36.99

計 3,335,789 3,011,931 2,917,960 100.00 96.88 96.39

現年課税分 439,452 475,812 448,276 93.15 94.21 94.88

滞納繰越分 23,524 99,279 32,955 6.85 33.19 30.12

計 462,976 575,091 481,231 100.00 83.68 83.09

（注１）　合計欄において交付金は、現年課税分に含めた。

科　　　目
前年度
収納率

予算額種　　別
収入済額

平　成　30　年　度　市　税　収　入　額　調

国民健康保険税

市民税

個　人

法　人

合　　　計

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税
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（１）　目　的　別

決　算　額 構成比 伸び率 一般財源 決　算　額 構成比 伸び率 一般財源

１ 議会費 153,929 0.8 1.5 153,929 151,605 0.8 △ 2.8 151,605

２ 総務費 3,351,825 17.9 △ 14.9 2,299,396 3,938,115 19.5 △ 8.7 2,089,164

３ 民生費 4,581,006 24.4 △ 5.7 2,412,997 4,856,952 24.1 △ 0.6 2,364,384

４ 衛生費 1,393,128 7.4 9.8 1,049,564 1,269,161 6.3 △ 1.5 1,000,594

５ 労働費 21,857 0.1 78.0 9,857 12,280 0.1 △ 16.0 3,570

６ 農林水産業費 1,273,733 6.8 △ 7.1 749,012 1,371,261 6.8 △ 1.5 752,181

７ 商工費 971,120 5.2 12.3 325,865 864,624 4.3 △ 16.0 372,816

８ 土木費 1,780,319 9.5 △ 2.3 1,026,016 1,822,735 9.0 20.1 1,086,596

９ 消防費 637,574 3.4 12.6 512,928 565,984 2.8 △ 1.1 510,192

10 教育費 1,854,444 9.9 △ 3.9 1,283,908 1,930,102 9.6 12.2 1,265,762

11 災害復旧費 237,931 1.3 △ 68.3 60,180 750,680 3.7 129.9 48,598

12 公債費 2,503,836 13.3 △ 4.8 2,439,585 2,630,762 13.0 △ 2.8 2,556,634

合　　　計 18,760,702 100.0 △ 7.0 12,323,237 20,164,261 100.0 1.2 12,202,096

区　　　分

平　成　30　年　度 平　成　29　年　度

（単位：千円・％）

普　通　会　計　歳　出　決　算　額　の　状　況
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（２）　性　質　別

決算額 構成比 伸び率 一般財源 決算額 構成比 伸び率 一般財源

１ 人件費 2,937,729 15.7 △ 0.6 2,779,821 2,955,939 14.7 0.2 2,826,436

２ 物件費 3,518,822 18.7 5.2 2,327,015 3,345,461 16.6 △ 1.8 2,133,494

３ 維持補修費 221,556 1.2 △ 36.4 206,900 348,365 1.7 62.5 335,670

４ 扶助費 2,779,615 14.8 △ 0.8 920,971 2,802,687 13.9 △ 3.9 922,880

５ 補助費等 1,418,775 7.6 △ 10.4 888,360 1,583,590 7.9 5.9 914,423

６ 普通建設事業費 2,294,589 12.2 △ 25.3 451,477 3,073,702 15.2 △ 12.4 369,471

 （1）補助事業費 1,148,303 6.1 △ 4.2 127,579 1,198,334 5.9 14.0 104,219

 （2）単独事業費 1,128,237 6.0 △ 39.1 312,849 1,852,895 9.2 △ 23.1 249,804

 （3）県営事業負担金 18,049 0.1 △ 19.7 11,049 22,473 0.1 △ 54.6 15,448

７ 災害復旧事業費 237,931 1.3 △ 68.3 60,180 750,680 3.7 129.9 48,598

８ 公債費 2,503,836 13.3 △ 4.8 2,439,585 2,630,762 13.0 △ 2.8 2,556,634

９ 積立金 605,200 3.2 16.7 573,712 518,720 2.6 75.8 441,051

10 投資及び出資金 198,137 1.1 88.3 105,337 105,217 0.5 37.0 82,517

11 貸付金 274,065 1.5 △ 0.8 0 276,150 1.4 △ 2.5 0

12 繰出金 1,770,447 9.4 △ 0.1 1,569,879 1,772,988 8.8 1.9 1,570,922

18,760,702 100.0 △ 7.0 12,323,237 20,164,261 100.0 1.2 12,202,096合　　　計

普　通　会　計　歳　出　決　算　額　の　状　況

平　成　30　年　度 平　成　29　年　度

（単位：千円・％）

区　　　　分
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元　金　C 利　　子 計 政府資金 その他

１ 公共事業等債 147,771 7,000 21,176 1,171 22,347 133,595 133,595 0

２ 公営住宅建設事業債 313,949 36,700 52,713 4,138 56,851 297,936 291,868 6,068

３ 災害復旧事業債 143,750 32,000 12,480 34 12,514 163,270 156,270 7,000

（1） 単独災害復旧事業債 28,082 0 3,119 2 3,121 24,963 24,963 0

（2） 補助災害復旧事業債 115,668 32,000 9,361 32 9,393 138,307 131,307 7,000

４ （旧）緊急防災・減災事業債 610,615 0 122,355 2,366 124,721 488,260 469,875 18,385

５ 学校教育施設等整備事業債 1,070,402 99,200 141,249 13,476 154,725 1,028,353 993,789 34,564

６ 一般補助施設整備等事業債 202,761 34,600 34,072 2,686 36,758 203,289 201,407 1,882

７ 一般単独事業債 6,572,028 11,900 635,012 57,028 692,040 5,948,916 281,868 5,667,048

うち合併特例事業債 5,299,759 0 442,589 43,860 486,449 4,857,170 0 4,857,170

うち地方道路等整備事業債 485,775 0 140,989 6,912 147,901 344,786 237,011 107,775

うち一般事業債（河川等分） 104,342 0 11,524 1,806 13,330 92,818 40,268 52,550

うち一般事業債
（被災施設復旧関連事業分）

648,744 0 20,202 3,863 24,065 628,542 0 628,542

うち（新）緊急防災・減災事
業債

0 11,900 300 0 300 11,600 0 11,600

８ 辺地対策事業債 37,812 12,300 4,913 37 4,950 45,199 45,199 0

９ 過疎対策事業債 3,796,704 524,300 695,785 10,769 706,554 3,625,219 3,041,359 583,860

10
国の予算貸付・
政府関係機関貸付債

163,320 0 25,280 3,208 28,488 138,040 0 138,040

11 財源対策債 118,216 0 30,689 1,907 32,596 87,527 67,114 20,413

12 減税補てん債 79,850 0 23,087 431 23,518 56,763 56,763 0

13 臨時財政対策債 6,580,800 444,700 563,475 33,205 596,680 6,462,025 6,139,373 322,652

14 その他（※） 163,246 92,800 8,101 2,512 10,613 247,945 235,430 12,515

20,001,224 1,295,500 2,370,387 132,968 2,503,355 18,926,337 12,113,910 6,812,427

平成30年度元利償還額 差引現在高
D

(A＋B－C)

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

（ ※ ）　その他……浄化槽事業債、上水道事業出資債

市　債　現　在　高　の　状　況

合          計

Dの借入先別内訳

（単位：千円）

区　　　　分
平成29年度
末現在高 A

平成30年度
発行額 B
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（単位：千円）

１ 財政融資資金 12,024,755 1,188,700 1,441,368 11,772,087

うち旧資金運用部資金 85,947 0 49,881 36,066

２ 旧郵便貯金資金 19,863 0 3,036 16,827

３ 旧簡易生命保険資金 407,334 0 82,338 324,996

４ 地方公共団体金融機構資金 5,318,882 11,900 405,183 4,925,599

５ 163,320 0 25,280 138,040

６ 市中銀行 255,438 94,900 60,913 289,425

７ その他の金融機関 1,696,604 0 303,963 1,392,641

８ 共済等 115,028 0 48,306 66,722

20,001,224 1,295,500 2,370,387 18,926,337

（単位：千円）

3.0％以下 4.0％以下 5.0％以下 6.0％以下 7.0％以下 7.0％超

１ 財政融資資金 11,771,027 0 1,060 0 0 0

うち旧資金運用部資金 35,006 0 1,060 0 0 0

２ 旧郵便貯金資金 16,827 0 0 0 0 0

３ 旧簡易生命保険資金 324,996 0 0 0 0 0

４ 地方公共団体金融機構資金 4,925,599 0 0 0 0 0

５ 131,452 6,588 0 0 0 0

６ 市中銀行 289,425 0 0 0 0 0

７ その他の金融機関 1,392,641 0 0 0 0 0

８ 共済等 66,722 0 0 0 0 0

18,918,689 6,588 1,060 0 0 0

市　債　借　入　先　別　及　び　利　率　別　現　在　高　の　状　況

                                                 利率

 借入先

平成29年度
末現在高

A

平成30年度
発行額

B

平成30年度
償還元金額

C

差引現在高
D

(A+B-C)

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

国の予算貸付・政府関係機関貸付

合　　　　　　計

                          利率

 借入先

D　の　利　率　別　内　訳

国の予算貸付・政府関係機関貸付

合　　　　　計
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財政力及び財政力指数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

0.28 0.29 0.29 0.30

0.27 0.28 0.29 0.29

基準財政収入額

基準財政需要額

県内各市財政力指数

平成28年度 平成29年度 平成30年度 比較（30-29）

① 盛　　岡　　市 0.73 0.74 0.75 0.01

② 北　　上　　市 0.67 0.69 0.71 0.02

③ 滝　　沢　　市 0.57 0.58 0.59 0.01

④ 釜　　石　　市 0.50 0.51 0.50 △ 0.01

⑤ 花　　巻　　市 0.45 0.46 0.47 0.01

⑥ 大　船　渡　市 0.46 0.46 0.46 0.00

⑦ 奥　　州　　市 0.42 0.43 0.43 0.00

⑧ 久　　慈　　市 0.41 0.41 0.42 0.01

⑨ 宮　　古　　市 0.36 0.38 0.38 0.00

⑩ 一　　関　　市 0.38 0.37 0.37 0.00

⑪ 二　　戸　　市 0.36 0.36 0.36 0.00

⑫ 陸 前 高 田 市 0.29 0.31 0.31 0.00

⑬ 遠　　野　　市 0.28 0.29 0.29 0.00

⑬ 八　幡　平　市 0.29 0.29 0.29 0.00

平　　　均 0.44 0.45 0.45 0.00

○印の中の数字は、県内14市における平成30年度の順位

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

財　政　構　造　の　状　況

１　財政力指数

財　政　力　指　数

財　　　政　　　力

区　　　 分

　　財政力指数が大きいほど自らの収入で支出をまかなっていることになり、「１」に近いほど財政力があるとされている。

当該年度を含む過去３年間の財政力の和

３

区　　　　　　分

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

〔参考１〕

（注１）財政力＝ （注２）財政力指数＝
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２　経常収支比率

　　人件費、扶助費、公債費等のように容易に縮減することのできない経常的経費に対して、経常的一般財源がどの程度充

　当されているかの割合。この比率が低いほど、経常一般財源の残余が大きく財政構造が弾力的であるとされている。

経常収支比率の推移 （％）

　（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

経常的経費充当一般財源

経常一般財源等収入

１　平成12年度の経常収支比率は、上記算式の分母から減税補てん債を除いて算出された率である。

２　平成13年度、平成14年度、平成15年度及び平成16年度の経常収支比率は、上記算式の分母に臨時財政対策債及び減

　てん債を加えて算出された率である。

県内各市経常収支比率 （％）

① 北　　上　　市 89.7 (93.8) 88.4 (92.9) 86.4 (91.3) △ 2.0 (△ 1.6)

② 遠　　野　　市 92.6 (96.7) 88.0 (91.9) 87.2 (90.9) △ 0.8 (△ 1.0)

③ 滝　　沢　　市 92.5 (98.1) 91.8 (97.6) 89.7 (95.7) △ 2.1 (△ 1.9)

④ 花　　巻　　市 87.3 (92.0) 88.0 (92.8) 90.6 (95.4) 2.6 (2.6)

⑤ 二　　戸　　市 89.3 (93.4) 89.9 (94.2) 91.6 (95.8) 1.7 (1.6)

⑥ 宮　　古　　市 90.8 (94.8) 90.8 (95.0) 91.8 (96.2) 1.0 (1.2)

⑦ 大　船　渡　市 92.7 (97.4) 92.6 (97.8) 92.0 (97.6) △ 0.6 (△ 0.2)

⑧ 久　　慈　　市 92.4 (96.9) 92.7 (97.5) 92.8 (97.7) 0.1 (0.2)

⑨ 一　　関　　市 89.9 (94.4) 92.1 (96.8) 93.5 (98.1) 1.4 (1.3)

⑩ 陸 前 高 田 市 88.9 (92.7) 93.6 (97.7) 94.2 (98.3) 0.6 (0.6)

⑪ 八　幡　平　市 88.6 (92.5) 92.6 (96.7) 94.9 (99.0) 2.3 (2.3)

⑫ 盛　　岡　　市 92.3 (99.4) 94.4 (101.8) 95.1 (103.1) 0.7 (1.3)

⑬ 奥　　州　　市 92.7 (97.2) 95.0 (99.8) 97.0 (101.7) 2.0 (1.9)

⑭ 釜　　石　　市 97.6 (102.9) 98.4 (104.3) 97.4 (102.8) △ 1.0 (△ 1.5)

平　　　均 91.2 (95.9) 92.0 (96.9) 92.4 (97.4) 0.4 (0.5)

１　○印の中の数字は、県内14市における平成30年度の順位

２　（　）内の数値は、臨時財政対策債及び減収補てん債を経常一般財源等から除いた率である。

　（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

×100

比　　　率

年　　　度

比較（30-29）

平成30年度

87.2

平成30年度

平成27年度

（注３）経常収支比率
＝

88.0

平成28年度 平成29年度

92.6

平成29年度

区　　　　　　分

〔参考２〕

87.1

平成28年度
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３　公債費比率

　　地方債元利償還金に充当した一般財源の標準財政規模に占める割合。この比率は低い方が望ましく、財政構造の健全性

　をおびやかさない限度は、通常10％程度とされている。

公債費比率の推移 （％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

11.1 10.3 9.6

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

〔参考３〕

県内各市公債費比率 （％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

① 滝　　沢　　市 5.4 4.8 4.9

② 一　　関　　市 8.6 8.0 7.2

③ 大　船　渡　市 7.8 7.7 7.3

④ 宮　　古　　市 9.8 8.5 7.9

⑤ 花　　巻　　市 9.6 9.0 8.1

⑥ 遠　　野　　市 10.3 9.6 9.0

⑦ 北　　上　　市 14.6 13.4 9.6

⑧ 二　　戸　　市 12.8 11.3 10.8

⑨ 八　幡　平　市 9.2 9.8 10.9

⑩ 盛　　岡　　市 11.7 11.4 11.2

⑪ 陸 前 高 田 市 11.8 13.4 11.4

⑫ 釜　　石　　市 10.3 10.5 11.8

⑬ 久　　慈　　市 12.8 12.9 12.2

⑭ 奥　　州　　市 12.6 13.1 12.5

平　　　均 10.5 10.2 9.6

○印の中の数字は、県内14市における平成30年度の順位

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

9.0

×100
標準財政規模 － 災害復旧費等に係る基準財政需要額

△ 0.6

△ 0.7

△ 0.9

△ 0.2

△ 0.5

0.1

比較（30-29）

1.3

△ 3.8

平成30年度

比　　　率

年　　　度

（注４）公債費比率＝

区　　　　　　分

△ 0.4

地方債元利償還金充当一般財源（繰上償還分を除く）－災害復旧費等に係る基準財政需要額

△ 2.0

△ 0.6

△ 0.6

△ 0.6

1.1

△ 0.8
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４　起債制限比率

　　公債費から交付税措置された額を控除した額の標準的な一般財源に占める割合。地方債償還額の負担の程度を図る指標

　として用いられるものである。

起債制限比率の推移 （％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

8.1 5.2 4.8

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

〔参考４〕

県内各市起債制限比率 （％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

① 滝　　沢　　市 2.8 3.1 3.3

② 遠　　野　　市 5.2 4.8 4.5

③ 一　　関　　市 6.5 6.2 5.9

④ 宮　　古　　市 7.0 6.6 6.1

⑤ 大　船　渡　市 6.1 6.2 6.4

⑤ 花　　巻　　市 6.8 6.6 6.4

⑦ 久　　慈　　市 6.6 7.5 7.2

⑧ 陸 前 高 田 市 7.7 8.2 7.6

⑨ 盛　　岡　　市 9.0 8.7 8.6

⑩ 二　　戸　　市 8.9 8.7 8.8

⑪ 八　幡　平　市 6.8 7.8 8.9

⑫ 釜　　石　　市 8.5 8.4 9.0

- 北　　上　　市 未算定 未算定 未算定

- 奥　　州　　市 未算定 未算定 未算定

平　　　均 6.8 6.9 6.9

○印の中の数字は、県内14市における平成30年度の順位

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

－

0.6

△ 0.5

比較（30-29）区　　　　　　分

比　　　率

年　　　度 平成30年度

4.5

　　　　　　　　　　　　　　－事業費補正分

公債費充当一般財源（繰上償還分を除く）－災害復旧費等に係る基準財政需要額

×100

1.1

0.2

　　　標準税収入額等＋普通交付税－災害復旧費等に係る基準財政需要額

　　　　　　　　　　　　　　－事業費補正分

0.1

（注５）起債制限比率＝

0.2

0.0

△ 0.3

△ 0.3

－

△ 0.2

△ 0.3

△ 0.6

△ 0.1
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５　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率等

（％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 比較（30-29）

－ － － －

－ － － －

13.5 13.3 12.6 △ 0.7

73.3 76.3 75.6 △ 0.7

　　　（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

※実質赤字の標準財政規模に対する比率。

※全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率。

※一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率。

※公営企業、出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標準財政規模に対する比率。

（注９）将来負担比率

（注６）実質赤字比率

将来負担額－

（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

×100
－(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

（元利償還金＋準元利償還金）

（注７）連結実質赤字比率

（注８）実質公債費比率
　　　　（３ヵ年平均）

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

＝

＝

×100

×100

＝

＝
標準財政規模

連結実質赤字額

×100

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
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〔参考５〕

県内各市実質公債費比率 （％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

① 滝　　沢　　市 7.5 7.2 6.8

② 盛　　岡　　市 10.0 9.5 9.5

② 花　　巻　　市 9.9 9.8 9.5

④ 宮　　古　　市 11.4 10.7 9.7

⑤ 一　　関　　市 11.9 11.6 11.5

⑥ 二　　戸　　市 11.1 11.4 11.7

⑦ 大　船　渡　市 10.6 10.8 11.8

⑧ 遠　　野　　市 13.5 13.3 12.6

⑨ 釜　　石　　市 13.1 12.5 13.3

⑩ 北　　上　　市 15.5 15.5 13.7

⑪ 久　　慈　　市 13.9 14.0 13.8

⑫ 八　幡　平　市 10.9 12.7 14.2

⑬ 陸 前 高 田 市 13.7 14.2 15.0

⑭ 奥　　州　　市 16.0 16.3 16.6

平　　　均 12.1 12.1 12.1

〔参考６〕

県内各市将来負担比率 （％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

① 陸 前 高 田 市 0.0 0.0 0.0

② 釜　　石　　市 6.7 9.0 17.6

③ 宮　　古　　市 21.6 34.3 18.8

④ 八　幡　平　市 6.4 9.3 27.3

⑤ 二　　戸　　市 42.4 42.5 41.8

⑥ 北　　上　　市 63.6 53.5 51.1

⑦ 滝　　沢　　市 71.8 66.8 59.8

⑧ 盛　　岡　　市 71.3 64.3 63.1

⑨ 遠　　野　　市 73.3 76.3 75.6

⑨ 一　　関　　市 95.9 86.7 75.6

⑪ 大　船　渡　市 113.0 93.8 85.8

⑫ 花　　巻　　市 99.6 97.8 91.2

⑬ 奥　　州　　市 111.4 113.6 110.4

⑭ 久　　慈　　市 132.9 122.0 125.2

平　　　均 65.0 62.1 60.2

○印の中の数字は、県内14市における平成30年度の順位

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

△ 0.4

0.8

区　　　　　　分 比較（30-29）

0.3

0.3

△ 0.7

1.0

△ 1.0

0.0

0.0

比較（30-29）

△ 11.1

△ 6.6

△ 0.7

△ 15.5

△ 8.0

△ 7.0

△ 1.9

3.2

△ 1.2

0.0

△ 2.4

区　　　　　　分

△ 3.2

△ 0.7

8.6

18.0

△ 0.2

△ 0.3

△ 1.8

1.5

△ 0.1

0.8
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〔参考７〕

　

盛 岡 市 ① 0.75 ⑫ 95.1 ⑩ 11.2 ⑨ 8.6 ② 9.5 ⑧ 63.1

宮 古 市 ⑨ 0.38 ⑥ 91.8 ④ 7.9 ④ 6.1 ④ 9.7 ③ 18.8

大 船 渡 市 ⑥ 0.46 ⑦ 92.0 ③ 7.3 ⑤ 6.4 ⑦ 11.8 ⑪ 85.8

花 巻 市 ⑤ 0.47 ④ 90.6 ⑤ 8.1 ⑤ 6.4 ② 9.5 ⑫ 91.2

北 上 市 ② 0.71 ① 86.4 ⑦ 9.6 ⑩ 13.7 ⑥ 51.1

久 慈 市 ⑧ 0.42 ⑧ 92.8 ⑬ 12.2 ⑦ 7.2 ⑪ 13.8 ⑭ 125.2

遠 野 市 ⑬ 0.29 ② 87.2 ⑥ 9.0 ② 4.5 ⑧ 12.6 ⑨ 75.6

一 関 市 ⑩ 0.37 ⑨ 93.5 ② 7.2 ③ 5.9 ⑤ 11.5 ⑨ 75.6

陸 前 高 田 市 ⑫ 0.31 ⑩ 94.2 ⑪ 11.4 ⑧ 7.6 ⑬ 15.0 ① 0.0

釜 石 市 ④ 0.50 ⑭ 97.4 ⑫ 11.8 ⑫ 9.0 ⑨ 13.3 ② 17.6

二 戸 市 ⑪ 0.36 ⑤ 91.6 ⑧ 10.8 ⑩ 8.8 ⑥ 11.7 ⑤ 41.8

八 幡 平 市 ⑬ 0.29 ⑪ 94.9 ⑨ 10.9 ⑪ 8.9 ⑫ 14.2 ④ 27.3

奥 州 市 ⑦ 0.43 ⑬ 97.0 ⑭ 12.5 ⑭ 16.6 ⑬ 110.4

滝 沢 市 ③ 0.59 ③ 89.7 ① 4.9 ① 3.3 ① 6.8 ⑦ 59.8

平 均 0.45 92.4 9.6 6.9 12.1 60.2

○の中の数字は、県内14市における平成30年度の順位

（数値は、普通会計の地方財政状況調査による。）

未算定

未算定

平　成　30　年　度　財　政　指　標

財政力指数
経常収支比率

（％）
公債費比率

（％）
起債制限比率

（％）
実質公債費
比率（％）

将来負担比率
（％）
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